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貸 借 対 照 表 

〔平成 30年 3月 31日現在〕 

                               

（単位：千円） 

科   目 金  額 科   目 金  額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

流 動 資 産 8,417,270  流 動 負 債 4,003,508 

 現 金 及 び 預 金 3,928,973  買 掛 金 2,693,055 

 売 掛 金 3,571,520  未 払 金 386,535 

 有 価 証 券 100,000  未 払 費 用 44,681 

 制 作 勘 定 538,170  未 払 法 人 税 等 317,304 

 貯 蔵 品 590  未 払 事 業 所 税 12,301 

 前 払 費 用 44,711  未 払 消 費 税 等 100,937 

 繰 延 税 金 資 産 174,525  預 り 金 85,129 

 そ の 他 58,777  賞 与 引 当 金 363,563 

固 定 資 産 2,540,944   

有 形 固 定 資 産 408,148 固 定 負 債 552,110 

建 物  212,248 退 職 給 付 引 当 金 552,110 

工 具 器 具 備 品 194,656   

土 地 1,244 負 債 合 計 4,555,618 

無 形 固 定 資 産 173,322 （純 資 産 の 部）  

  ソ フ ト ウ ェ ア 160,543 株 主 資 本 6,402,245 

  商 標 権 7,414 資 本 金 100,000 

  電 話 加 入 権 3,364 利 益 剰 余 金 6,302,245 

   そ の 他 2,000 利 益 準 備 金  25,000 

投資その他の資産 1,959,473 その他利益剰余金 6,277,245 

投 資 有 価 証 券 811,496 事業維持積立金 4,887,000 

出 資 金 32,178 繰越利益剰余金 1,390,245 

施 設 借 入 保 証 金 399,099   

保 険 料 積 立 資 産 215,207 評 価 ・ 換 算 差 額 等 351 

繰 延 税 金 資 産 483,035 その他有価証券評価差額金 351 

そ の 他 26,395   

貸 倒 引 当 金 △7,940 純 資 産 合 計 6,402,596 

資 産 合 計 10,958,214 負債・純資産合計 10,958,214 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

自 平成 29年 4月 １日 

至 平成 30年 3月 31日 

（単位：千円） 

科        目 金       額 

売 上 高   25,978,655 

売 上 原 価  23,633,263 

売 上 総 利 益  2,345,392 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費   1,092,483 

営 業 利 益   1,252,908 

営 業 外 収 益    

受 取 利 息 4,556  

受 取 配 当 金 143,571  

為    替   差    益    50  

雑 収 入 3,923 152,101 

営 業 外 費 用    

組 合 等 出 資 損 失 22  

雑 損 失 79 102 

経 常 利 益   1,404,907 

特 別 利 益   

固  定  資   産  売 却  益 10 10 

特 別 損 失   

固  定  資   産  除 却  損 3,522 3,522 

税 引 前 当 期 純 利 益   1,401,396 

法人税、住民税及び事業税  507,878  

法 人 税 等 調 整 額  △21,363 486,514 

当 期 純 利 益  914,881 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

自 平成 29年 4月 １日 

至 平成 30年 3月 31日 

                       

（単位：千円） 

 
 
 
 
 
 

 

評価・換算 
差 額 等 

純 資 産 
合   計 そ の 他 有

価 証 券 評

価差額金  

当 期 首 残 高 △454 5,789,908 

当 期 変 動 額   

事業維持積立金の取崩  - 

剰余金の配当  △303,000 

当 期 純 利 益   914,881 

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額） 805 805 

当期変動額合計 805 612,687 

当 期 末 残 高 351 6,402,596 

 
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

株     主     資     本 

資本金 

利 益 剰 余 金 
株主資本 
合  計 利 益 

準備金 

その他利益剰余金 利 益 
剰余金 
合 計 

事業維持 
積 立 金 

繰越利益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 100,000 25,000 5,000,000 665,363 5,690,363 5,790,363 

当 期 変 動 額       

事事業維持積立金の取崩   △113,000 113,000 - - 

剰余金の配当    △303,000 △303,000 △303,000 

当 期 純 利 益     914,881 914,881 914,881 

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）       

当期変動額合計 - - △113,000 724,881 611,881 611,881 

当 期 末 残 高 100,000 25,000 4,887,000 1,390,245 6,302,245 6,402,245 
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個 別 注 記 表 

自 平成 29年 4月 １日 

至 平成 30年 3月 31日 

 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 ………………… 償却原価法(定額法) 

その他有価証券（時価のないもの）…… 総平均法による原価法 

②たな卸資産 

制 作 勘 定 ………………………… 個別法に基づく原価法 

   （貸借対照表価額は、収益性の低下に 

   基づく簿価切下げの方法により算定 

   しております） 

貯 蔵 品 ………………………… 個別法に基づく原価法 

   （貸借対照表価額は、収益性の低下に 

   基づく簿価切下げの方法により算定 

   しております） 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①有 形 固 定 資 産 （リース資産を除く）…… 定 率 法 

ただし、建物（附属設備を除く）及び平成２８年４月１日以降取得の建物附

属設備は、定額法を採用しております。 

②無 形 固 定 資 産 （リース資産を除く）…… 定 額 法 

なお、自社利用のソフトウェアは、利用可能期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。 

③リ ー ス 資 産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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（３）引当金の計上基準 

①貸 倒 引 当 金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

②賞 与 引 当 金 

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当期に対応す

る金額を計上しております。 

③退職給付引当金 

従業員に対する退職金の支給に充てるため、自己都合による退職金の期末

要支給相当額を計上しております。 

（４）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額  ２，７５１，０１８千円 

（２）関係会社に対する金銭債権債務 

①短期金銭債権  ２，３９６，９４８千円 

②短期金銭債務  ５１８，５４８千円 

３．損益計算書に関する注記 

関係会社との営業取引高   売 上 高     ２０，９８４，３８９千円 

              仕 入 高       ６８５，７９８千円 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）事業年度の末日における発行済株式の種類及び数 

発行済株式            普通株式  ２，０００株 
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（２）事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

平成 29年 6月 23日開催の定時株主総会において、次のとおり決議して 

います。 

普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額          ３０３，０００，０００円 

②１株当たり配当額            １５１，５００円 

③基 準 日              平成 29年 3月 31日 

④効力発生日              平成 29年 6月 26日 

（３）事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

平成 30年 6月 22日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議 

する予定です。 

普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額          ５４６，０００，０００円 

②配当の原資                 利益剰余金 

③１株当たり配当額           ２７３，０００円 

④基 準 日             平成 30年 3月 31日 

⑤効力発生日             平成 30年 6月 25日 

５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産              

番組等利用権の償却超過額      ２４４，７３３千円 

賞与引当金             １２５，７５６千円 

退職給付引当金           １９０，９７４千円 

そ の 他             １０１，９２８千円 

繰延税金資産小計           ６６３，３９３千円 

 評価性引当額             △５，８３１千円 

繰延税金資産合計           ６５７，５６１千円 
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６．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

資金運用については安全性の高い預金等に限定し、資金調達については自己

資金により充当しています。 

売掛金に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとに与信管理を徹底し、回収期

日や残高を定期的に管理することで、リスク低減を図っております。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

平成 30 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。 

                              （単位:千円） 

 
貸借対照表 

計上額(*) 
時価(*) 差額 

(1)現金及び預金    3,928,973    3,928,973              - 

(2)売掛金    3,571,520   3,571,520             - 

(3)有価証券及び 

投資有価証券 
     700,000      710,459       10,459 

(4)買掛金    (2,693,055)    (2,693,055)             - 

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注 1）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

(1)現金及び預金、並びに(2)売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

(3)有価証券及び投資有価証券 

時価については、取引先金融機関より提示された価格によっております。 

(4)買掛金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

 

（注 2）時価を把握することが極めて困難な金融商品 

 
貸借対照表 

計上額 

(1)非上場株式 211,496千円 

(2)施設借入保証金 399,099千円 

(1)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、

時価を把握することが極めて困難と認められるため、前記の表には含めておりま

せん。 

 



 

 8 

(2)は、賃借物件において預託している施設借入保証金は、市場価格がなく、かつ、

入居から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合

理的なキャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて

困難と認められるため、前記の表には含めておりません。 

 

７．関連当事者との取引に関する注記 

 

 （１）取引内容                          （単位：千円） 

属 性 氏名・名称 

議決権の 

所有(被所 

有)割合 

関係内容 取引内容 取 引 額 期 末 残 高 

親 会 社 日本放送協会 

 

被所有 

直接 67.0% 

 

番組制作業務の

受託等 

番組の二次使用 

料等 

番組制作業務の

受託等 

番組の二次使用 

料等 

売上高 

20,984,389 

仕入高 

685,798 

売掛金 

2,396,948 

買掛金・未払金 

518,548 

親会社の 

子 会 社 

株式会社 

ＮＨＫエン  

タープライズ 

所有 

直接 2.4% 

被所有 

直接 10.5% 

映像商品の販売

等 

映像商品の販売

等 

売上高 

959,731 

売掛金 

189,650 

親会社の 

子 会 社 

株式会社 

ＮＨＫメディ

アテクノロ 

ジー 

所有 

直接 3.2% 

被所有 

直接 4.5% 

番組制作技術 

業務の発注等 

番組制作技術 

業務の発注等 

仕入高 

2,182,356 

買掛金・未払金 

333,193 

親会社の 

子 会 社 

株式会社 

ＮＨＫビジネ

スクリエイト 

所有 

直接 1.5% 
不動産の賃借等 不動産の賃借等 

賃借料 

423,714 

前払費用    

     38,998 

施設借入保証金 

392,084    

 

（２）取引条件及び取引条件の決定方針 

  親会社である日本放送協会からの受託業務については、同協会が定める「業

務委託基準」に則り、「社会的に公正かつ妥当な」金額で実施しております。

また、その他の番組制作関係の受注、発注及び不動産の賃借等につきまして

は、一般の取引条件と同様に決定しております。 

８．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額         ３，２０１，２９８円１２銭 

（２）１株当たり当期純利益金額        ４５７，４４０円９２銭 
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９．重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 


